
平成２８年２月吉日 
会 員 各 位 

(一社)情報通信設備協会関東地方本部 
 

（一社）情報通信設備協会『賠償責任保険制度』のご案内  
 
平素は協会業務にご理解とご協力を賜り厚く御礼申し上げます。 
さて、関東地方本部では東京海上日動火災保険㈱の協力を得て、平成１３年に物損の伴わない賠

償事故にも対応できる画期的な保険として、協会オリジナルの賠償保険を登場させましたが、

何度か補償内容の改善を図り、さらに魅力的な賠償責任保険となりました。 
 
このたび、平成２８年４月２０日スタート（１年契約）の新規募集を開始させていただきます。 
近年、日本国内でも賠償責任に関わる意識が、今までよりますます高まってきております。 
経営の安定と、万一の賠償資力確保のために、是非ご加入をご検討願います 
 
 
  
 
 
「人」の勘違いによる事故を完全に防ぐことは出来ませんし、事故は何時、何処で発生するか 
全く予想ができません。そして、一旦事故が発生した場合は、私ども中小企業の会社経営、ひ

いては経営者や従業員の生活を脅かすことにもなりかねません。 
会員各位には、事故発生のリスクに備えるため積極的に加入をご検討頂きますよう、よろしく

お願い申し上げます。 
 

すでに他の賠償責任保険にご加入中の会員に於かれましても、情報通信設備

協会『賠償責任保険制度』への切り替えをお勧めいたします 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
別紙「お見積り依頼書」にて、見積もりのご依頼をお願い致します。 
会員様のご要望をお聞きしながら、補償プランをご提示致します。 

 

事故例  

卸売会社の移転に伴う電話工事に際し、設定ミスにより録音システムが作動せず夜間の受 
注ができなくなってしまい営業被害が発生！   逸失利益分として保険金６０万円を 

支払う 
 

 
【お問い合わせ先】 
賠償責任保険制度 事務局 山田         関東地方本部 事務局 
TEL 03-5701-7065 FAX 03-5701-5135          TEL 03-5244-9700  FAX 03-5244-9711 

E-mail：h.yamada@shinei-pt.com        E-mail：kanto@itca.or.jp 

安価な保険料で、プログラムの入力ミスや設計ミス等の人為的なミスによる 
営業損害も補償対象としています。 

① 保険期間 － 平成２８年４月２０日から平成２９年４月２０日までの１年契約となります。 

 

②工 事 高 － 年間売上額から物品や材料等の販売部分を除いた、純粋な工事部分のみの 

金額が保険料を決める数字となります。 

 

③保 険 料 － 一般の賠償責任保険は売上高を基準にしていますが、工事高のみ（物品や 

材料等を除いた工事費）を基準としています。 



一般社団法人 情報通信設備協会 御中 

 

一般社団法人 情報通信設備協会賠償責任保険制度 

お見積もり依頼書 
＜基本情報＞ 

貴社名（代表者名）                           

ご住所 
〒    － 

お電話番号  （      ）－      － 

ＦＡＸ番号  （      ）－      － 

ご担当部署 （ご担当者名：        ） 

＜保険料算出基礎数字のご申告＞  

①年間工事高 

 

                          千円 

（計算期間：    年   月   日～    年   月   日） 

②本保険対象工事高 

※対象業務範囲ご参照 

 

                          千円 

③対象業務に係る 

製品・材料費 など 

 

                          千円 

④ 上記②－③ 

※対象業務に係る工事高 

 

                          千円 

 
※対象業務範囲（例） 

①ＬＡＮ、ＷＡＮ、ＰＢＸ、ＣＴＩ、ビジネスフォン、ＦＡＸ、複写機等の情報通信設備トータルネットワークの提供 

②光ケーブル、線路ケーブル、構内ケーブル、電力設備等のインフラ構築 

＜補償内容例＞ ※経済損失とは、プログラムミス、設定ミスなどによる損害賠償の請求をいいます。 

 おすすめ標準プラン ご希望支払限度額 

請負 
(作業中) 

対人賠償 １億円  
対物賠償 １千万円  
経済損失 １千万円  

生産物 
(引渡後) 

対人賠償 １億円  
対物賠償 ２億円  
経済損失 １千万円  

 
＜本お見積もり依頼書：ＦＡＸ送信先＞ 

 

〒104-0042 東京都中央区入船２－９－５ＨＫビル５階      お問い合わせ連絡先： 

（一社）情報通信設備協会 関東地方本部（℡ 03-5244-9700）  代理店：（有）信栄パ－トナ－ズ 

 ＦＡＸ ０３－５２４４－９７１１      TEL 03-5701-7065 （担当：山田） 

＜ご依頼時の確認事項＞ 

私は、契約者である企業または団体の構成員であることを確認し、団体に対してこの保険契約へ

の加入を依頼します。また、私は、裏面に記載の「個人情報の取扱いに関するご案内」の内容に

ついて確認の上、同意いたします。 



 

 
【個人情報の取扱いに関するご案内】 
 

 保険契約者である企業または団体は東京海上日動火災保険株式会社に本契約に関する個人情報を提供い

たします。東京海上日動火災保険株式会社および東京海上グループ各社は、本契約に関する個人情報を、保

険引受の判断、本契約の管理・履行、付帯サービスの提供、他の保険・金融商品等の各種商品・サービスの

案内・提供、アンケート等を行うために利用する他、下記①から⑤の利用・提供を行うことがあります。な

お、保健医療等の特別な非公開情報（センシティブ情報）の利用目的は、保険業法施行規則により、業務の

適切な運営の確保その他必要と認められる範囲に限定されています。 
 

①本契約に関する個人情報の利用目的の達成に必要な範囲内で、業務委託先（保険代理店を含みます。）、保

険仲立人、医療機関、保険金の請求・支払いに関する関係先、金融機関等に対して提供すること 
②契約締結、保険金支払い等の判断をするうえでの参考とするために、他の保険会社、一般社団法人日本損

害保険協会等と共同して利用すること 

③東京海上日動火災保険株式会社と東京海上グループ各社または東京海上日動火災保険株式会社の提携先

企業等との間で商品・サービス等の提供・案内のために、共同して利用すること 

④再保険契約の締結、更新・管理、再保険金支払等に利用するために、再保険引受会社等に提供すること 

⑤質権、抵当権等の担保権者における担保権の設定等に係る事務手続きや担保権の管理・行使のために、そ

の担保権者に提供すること 
 

詳しくは、東京海上日動火災保険株式会社のホームページ(http://www.tokiomarine-nichido.co.jp/) をご参照く

ださい。 



（一社）情報通信設備協会 
 「賠償責任保険制度」のご案内 

 
 請負業者特別約款+損害賠償請求ベース特約条項・財物損壊の範囲拡大に関する特約条項等  

生産物特別約款+製造物責任法対応特約条項等 

一般社団法人情報通信設備協会 会員の皆様へ 

平成２７年１１月作成 00-T00000 

保 険 期 間 ： 

加入依頼書提出先： 

申 込 締 切 日 ： 

 

 

 

平成２８年４月２０日午後４時～平成２９年４月２０日午後４時 

一般社団法人情報通信設備協会 関東地方本部 

平成２８年４月１３日（水） 

 
＜お問い合わせ先＞ 
 

  代理店      ：有限会社 信栄パートナーズ （担当：山田） 
   住所：〒152-0035 東京都目黒区自由が丘２－１０－１８ 栗山ビルⅡ 
 ＴＥＬ：０３－５７０１－７０６５ （受付時間：平日9：00～17：00） 
  引受保険会社 ：東京海上日動火災保険株式会社  

  担当支社    ：東京中央支店 専業営業第４チーム 
 住所：〒108-6111 東京都港区港南２－１５－２ 品川インターシティＢ棟１１階 
 ＴＥＬ：０３－５７８１－６５９４ （受付時間：平日9：00～17：00） 

   
＜事故時の連絡先＞ 
 

   代理店     ：有限会社 信栄パートナーズ （担当：山田） 
              住所：〒152-0035 東京都目黒区自由が丘２－１０－１８ 栗山ビルⅡ 
              ＴＥＬ：０３－５７０１－７０６５ （受付時間：平日9：00～17：00） 
 

＊中途加入方法についての詳細は代理店にお問い合わせください。 
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（一社）情報通信設備協会「賠償責任保険制度」とは 

主な特長 

工事に起因して発生した事故により、被保険者が法律上の損害賠償責任を負担することに
よって被る損害を補償する保険です。 

工事遂行中の事故を補償する請負業者賠償責任保険と工事終了後の事故を補償する生産
物賠償責任保険のセットプランです。 

①会員企業様の工事遂行中の事故および工事終了後の事故を包括的に補償します。 

②証券に記載されたすべての工事を対象としますので、保険の手配漏れがありません。また、工事
ごとに工事内容を通知していただく必要もありません。 

③工事の欠陥に起因して生じる財物の損壊を伴わない財産権の侵害（プログラムミスや設計ミス等
による発注者の休業損害等）も補償します。 

④保険料は、損金処理できます。 

記名被保険者(*) 
（ご加入者） 

一般社団法人情報通信設備協会 
この保険は、一般社団法人情報通信設備協会をご契約者とし、一般社団法人情報通信設備協
会会員を記名被保険者とする請負業者賠償責任保険・生産物賠償責任保険の団体契約です。 
保険証券を請求する権利、保険契約を解約する権利等は、ご契約者である一般社団法人情報
通信設備協会が有します。 

 

会員企業様（工事業者） 
一般社団法人情報通信設備協会会員以外の方は、この保険に加入することができませんので、
ご注意ください。 

【請負業者特別約款】（第１条２項）記名被保険者のほか、その被保険者の仕事に従事
している間に限り、すべての下請負人を含みます。 

【生産物特別約款（製造物責任法対応特約条項付帯）】 

（第２条）①記名被保険者②記名被保険者が法人である場合はその理事、取締役その
他法人の業務を執行する機関③記名被保険者の使用人（②および③は記名被保険者
の業務に関する限りにおいて、被保険者に含まれるものとします。） 

被保険者(*)の範囲 

 
対象となる工事 

 

日本国内で行う屋内配線工事及び通信工事が対象となります。 
詳細は代理店へお問い合わせください。 
（例） 
①ＬＡＮ、ＷＡＮ、ＰＢＸ、ＣＴＩ、ネットワークカメラ、ビジネスフォン、ＦＡＸ、複写機
等の情報通信設備トータルネットワークの提供 
②光ケーブル、線路ケーブル、構内ケーブル、電力設備等のインフラ構築 

   

保険契約者 

（*）被保険者とは 
補償を受けることが 
できる方をいいます。 
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保険金をお支払いする場合 
次の事由に起因して、日本国内で発生した事故について、被保険者が法律上の損害賠償責任を
負担することによって被る損害に対して、保険金をお支払いします。 

この保険で対象となる事故は、初年度契約の保険期間の開始日以降に発生した事故であって、こ
の保険契約の保険期間中に日本国内において被保険者に対して損害賠償請求がなされたものに
限ります。 

①対象工事遂行中の対
人・対物事故（請負事故） 

①対象工事の結果に起因して、工事の終
了後に生じた対人・対物事故（③を除く） 

②対象工事遂行中の管
理下財物の損壊（管理下
財物損壊担保特約条項） 

③生産物または仕事の結果の欠陥により発生した、生産物自体の損壊・仕事の目的

物のうち①②の発生原因となった作業が加えられた財物自体の損壊（上記①②と同時

に発生したものに限ります。） 

 

④対象工事遂行中の対人・対物事故を伴わ
ずに発生した事故により、事故発生日からそ
の日を含めて３０日以内に発生した他人の財
物の使用阻害 

（財物損壊の範囲拡大に関する特約条項） 

 

③対象工事遂行中の他人のデー
タ・プログラムの損壊 

（データ損壊担保特約条項） 

②対象工事の結果の欠陥によ
り発生した、他人の財産権の
侵害・他人の精神的被害（①
を除く） 

請負業者賠償責任保険 

⑤対象工事遂行のために所有・使用・管理
する保険証券記載の施設に起因した①～④
の事故 

生産物賠償責任保険 
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お支払いする保険金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ご注意：保険金のお支払方法について＞ 
・上記①の損害賠償金については、その額から免責金額（自己負担額）を差し引いた額に対して支払限度額を限度に保険金をお支払
いいたします。上記②～⑤の費用については、原則としてその全額が保険金のお支払い対象となります。ただし、②の争訟費用につ
いては、①の損害賠償金の額が支払限度額を超える場合は、「支払限度額÷①損害賠償金」の割合によって削減して保険金をお支
払いします。 

① 法律上の損害賠償金 
法律上の損害賠償責任が発生した場合において、被保険者が被害者に対して支払責任を
負う損害賠償金   
※賠償責任の承認または賠償金額の決定前に保険会社の同意が必要です。 

② 争訟費用 損害賠償責任に関する訴訟や示談交渉において、被保険者が保険会社の同意を得て支
出した弁護士費用等の争訟費用（訴訟に限らず調停・示談等も含みます。） 

③損害防止軽減費用 
事故が発生した場合において、被保険者が他人から損害賠償を受ける権利の保全・行使
手続または既に発生した事故に係る損害の発生・拡大の防止のために保険会社の同意を
得て支出した費用 

④緊急措置費用 
事故が発生し、被保険者が損害の防止軽減のために必要・有益な手段を講じた後に賠償
責任がないことが判明した場合において、応急手当、護送等緊急措置に要した費用または
保険会社の同意を得て支出したその他の費用 

⑤協力費用 保険会社が被保険者に代わって損害賠償請求の解決に当たる場合において、被保険者
が保険会社の求めに応じて協力するために支出した費用 

次の事由により生じた損害に対しては、保険金をお支払いしません。保険金をお支払いできない場合の詳細は約款の「保険金を 
支払わない場合」等の項目をご参照ください。 
【共通】 
①被保険者の使用人が被保険者の業務に従事中に被った身体障害（死亡を含みます。） 
②石綿（アスベスト）、または石綿の代替物質等の発がん性その他の有害な特性に起因する事故 
③汚染物質の排出・流出・いっ出または漏出（ただし、排出等が不測かつ突発的かつ急激で、所定の期間内に発見・通知された場 
 合はお支払いの対象となります。） 
④法令により、建築士、測量士、土地家屋調査士、技術士以外の者が行うことが禁じられている行為 
⑤排水または排気（煙を含みます。）に起因する賠償責任 
⑥遡及日より前に発生した事故 
                                                                                等 

【請負】 
①保険契約者、被保険者またはこれらの者の法定代理人が事故の発生を保険契約締結時に知っていた場合（知っていたと判断で
きる合理的な理由がある場合を含みます。） 

②自動車、原動機付自転車または航空機の所有、使用または管理 
③被保険者の占有を離れた商品等または施設外にあるその他の財物 
④ちり・ほこりまたは騒音 
⑤飛散防止対策等の損害発生の予防に必要な措置を取らずに行われた作業による、塗料その他の塗装用材料、鉄粉、鉄錆また
は火の粉の飛散、拡散 

⑥土地の掘削、地下または基礎に関する工事に伴う土地の沈下、隆起、振動、軟弱化等による土地や建物・その収容物の損壊 
 および地下水の増減（近隣の井戸水が涸れた等） 
⑦建物外部から内部への雨・雪等の浸入または吹込み 
⑧賃貸借契約に基づき他人から借りている財物や支給された資材、貨幣・紙幣・貴金属・美術品等の損壊 
                                                                                等 

【生産物】 
①保険契約者、被保険者またはこれらの者の法定代理人もしくは使用人が被保険者に対して請求が成されるおそれがあることを
保険契約締結時に知っていた場合（知っていたと判断できる合理的な理由がある場合を含みます。） 

②故意または重大な過失により法令に違反して製造、販売・提供した生産物または行った仕事の結果 
③日本国外の裁判所に提起された損害賠償請求訴訟 
 

この保険では、被保険者が負担する次の損害に対して保険金
をお支払いします。 

 

保険金をお支払いできない主な場合 
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④回収等の措置。ただし次のすべての条件を満たす場合を除く。 
 ア.生産物または仕事の結果の欠陥に起因する措置であること。 
 イ.生産物または仕事の目的物が一部をなす財物にかかる措置であること。 
 ウ.被保険者以外の者が講じた措置（被保険者の指示によるものを除く。）であること 
                                                                              等 

年間保険料 
保険料算出にあたっては、次の資料のご提出をお願いいたします。 
●把握可能な最近の会計年度の年間完成工事高、売上高が分かる公表資料（「有価証券報告

書」、会社案内等の「ディスクロージャー資料」）、客観的資料（「決算書」等） 
●お客様の行う工事の内容が分かる資料 
●過去の賠償事故の有無（および事故のあるときはその内容）に関する資料 

この（一社）情報通信設備協会・賠償責任保険制度は、年間包括方式の契約であり、保険契約
締結時に把握可能な最近の会計年度の工事高（被保険者が、すべての対象工事または付随業
務に関して領収した税込金額の総額）に基づき保険料を算出します。保険料は確定であり、対象
工事もその都度ご通知いただく必要はありません。 

※中途加入の場合は、未経過期間に対応する見込み工事高で保険料を算出します。保険期間 
  終了後に、保険期間中の実績に基づき確定精算いただく際には、保険料算出基礎数字である 
  工事高を確認できる公表資料・客観的資料（決算書等）をあわせてご提出ください。該当資料 
  がない場合は、団体窓口または代理店もしくは引受保険会社にご相談ください。なお、確定保 
  険料が契約締結時に定めた最低保険料を下回るときは、既に払い込みいただいている暫定保 
  険料と最低保険料との差額を精算させていただきます。 

なお、ご申告いただいた工事高が事実よりも過少であった場合は、申告された数字に基づく保険
料と実際の数字に基づく保険料の割合により、保険金を削減してお支払いすることになりますの
で、ご注意ください。 

ご加入方法 

●添付の「見積もり依頼書」に必要事項をご記入・ご押印のうえ、ご送付ください。 
  折り返し保険料のお見積書をご送付いたします。同見積書にてご加入内容をご検討いただき、 
  表紙記載の申込締切日までに保険料をお振り込みのうえ加入依頼書をご送付ください。 

 見積もり依頼書・加入依頼書送付先： 
  〒104-0042 東京都中央区入船２－９－５ ＨＫビル５階  

  （一社）情報通信設備協会 関東地方本部  （TEL 03-5244-9700 FAX 03-5244-9711） 

 保険料振込先： 
  みずほ銀行 兜町支店 （普通） １８４０３１１ 

  （社）情報通信設備協会 関東地方本部 
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支払限度額・免責金額 

 

  

  

  

  

  

  

  

請負業者賠償責任保険 生産物賠償責任保険 

支払限度額・免責金額 対人 対物 対人 対物 

基本契約 
（免責金額０円） 

１名 ５，０００万円 ＿ 
 

５，０００万円 
 

＿ 

１請求 ５，０００万円 ５，０００万円 ５，０００万円 ２０，０００万円 

保険期間中 ＿ ＿ ５，０００万円 ２０，０００万円 

財物損壊の範囲拡大に
関する特約※１ 
（免責金額０円） 

１請求 ＿ １，０００万円 ＿ ＿ 

保険期間中 ＿ １，０００万円 ＿ ＿ 

データ損壊担保特約 
※１ 

（免責金額５万円） 
１請求 ＿ 

 
５００万円 

 
＿ ＿ 

製造物責任法対応特約
による拡張部分※２ 
（免責金額０円） 

１請求 ＿ ＿ ＿ １，０００万円 

保険期間中 ＿ ＿ ＿ １，０００万円 

※１ 基本契約（対物事故）の支払限度額の内枠となります。 
※２ Ｐ2生産物責任保険②③部分を指します。②③の損害を合算して、この欄に記載の支払限度額が限度となります。 
 

保険料例 
 
保険期間：１年 保険料算出基礎（年間工事高）：５０００万円の場合  
                                               ３７１，５６０円 
（注）保険料は工事高によってご加入者ごとに異なりますので、お見積書にてご確認ください。 
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＜もし事故が起きたときは＞ 
保険事故または保険事故の原因となる偶然な事故が発生したときは、遅滞なく、事故発生の日時・場所、被害者の住所・氏名、事故状況、受けた損害賠償
請求の内容その他の必要事項について、書面で代理店または保険会社にご連絡ください。ご連絡が遅れた場合には、保険金を減額してお支払いすること
がありますのでご注意ください。 
保険金請求権については時効（３年）がありますのでご注意ください。 
 
＜ご加入者と被保険者が異なる場合＞ 
ご加入者と被保険者が異なる場合は、このご案内の内容を被保険者にご説明いただきますようお願い申し上げます。 
 
＜示談交渉サービスは行いません＞ 
この保険には、保険会社が被保険者に代わって被害者の方との示談交渉を行う「示談交渉サービス」はございません。したがいまして、この保険が適用さ
れると考えられる事故が発生した場合には、引受保険会社の担当部署からの助言に基づき、被保険者ご自身に被害者との示談交渉を進めていただくこと
になりますので、あらかじめご承知置きください。 
なお、保険会社の承認を得ないで被保険者側で示談をされた場合には、示談金額の全部または一部を保険金としてお支払いできない場合がございますの
でご注意ください。  
 
＜保険金請求の際のご注意＞ 
賠償責任保険において、被保険者に対して損害賠償請求権を有する保険事故の被害者は、被保険者が引受保険会社に対して有する保険金請求権（費用
保険金に関するものを除きます。）について、先取特権を有します（保険法第22条第１項）。「先取特権」とは、被害者が保険金給付から他の債権者に先
立って自己の債権の弁済を受ける権利をいいます。被保険者は、被害者に弁済をした金額または被害者の承諾を得た金額の限度においてのみ、引受保
険会社に対して保険金を請求することが出来ます（保険法第22条第２項）。このため、引受保険会社が保険金をお支払いできるのは、費用保険金を除き、
次の①から③までの場合に限られますので、ご了解ください。 
①被保険者が被害者に対してすでに損害賠償としての弁済を行っている場合 
②被害者が被保険者への保険金支払を承諾していることを確認できる場合 
③被保険者の指図に基づき、引受保険会社から被害者に対して直接、保険金を支払う場合 
 
 
 
 
＜告知義務＞ 
加入依頼書等に★または☆が付された事項は、ご加入に関する重要な事項(告知事項)です。ご加入時にこれらの告知事項について正確にお答えいただく
義務があります。お答えいただいた内容が事実と異なる場合や告知事項について事実を記載しない場合は、ご加入を解除し、保険金をお支払いできない
ことがあります。 ＊代理店には、告知受領権があります。 
 
＜通知義務＞ 
ご加入後に加入依頼書等に☆が付された事項(通知事項)に内容の変更が生じた場合は、遅滞なくご加入の代理店または保険会社にご連絡いただく義務
があります。ご連絡がない場合は、ご加入を解除し、保険金をお支払いできないことがあります。 
通知義務の対象ではありませんが、ご加入者の住所等を変更した場合にもご加入の代理店または保険会社にご連絡ください。 
 
＜ご加入の取消し・無効・重大事由による解除について＞ 
（１）ご加入時にご契約者または被保険者に詐欺または強迫の行為があった場合は、引受保険会社はご加入を取り消すことができます。 
（２）ご加入時にご契約者が保険金を不法に取得する目的または他人に保険金を不法に取得させる目的をもっていた場合は、ご加入は無効になります。 
（３）以下に該当する場合は、引受保険会社はご契約を解除することができます。この場合は、全部または一部の保険金をお支払いできないことが 
  ありますので、ご注意ください。 
 ・ご契約者または被保険者が引受保険会社にこの保険契約に基づく保険金を支払わせることを目的として損害を生じさせた場合 
 ・ご契約者または被保険者が、暴力団関係者その他の反社会的勢力に該当すると認められた場合 
 ・この保険契約に基づく保険金の請求に関し、被保険者に詐欺の行為があった場合   等 
 
＜他の保険契約等がある場合＞ 
この保険契約と重複する保険契約や共済契約が他にある場合は、次のとおり保険金をお支払いします。 

他の保険契約等で保険金や共済金が支払われていない場合： 他の保険契約等とは関係なく、この保険契約のご加入内容に基づき保険金をお支払い 
 します。 
他の保険契約等で保険金や共済金が支払われている場合    ： 損害額から既に他の保険契約等で支払われた保険金や共済金を差し引いた残額に対し、 
 この保険契約のご加入内容に基づき保険金をお支払いします。 
 
＜脱退について＞ 
本契約から脱退される場合は、ご加入の代理店または保険会社までご連絡ください。 

 

ご加入の際のご注意 
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＜代理店の業務＞ 
代理店は、保険会社との委託契約に基づき、保険契約の締結・契約の管理業務等の代理業務を行っております。したがいまして、代理店と有効に締結さ
れたご契約は、保険会社と直接締結されたものとなります。 
 
＜保険会社破綻時の取扱い＞ 
引受保険会社の経営が破綻した場合等には、保険金、返れい金等の支払いが一定期間凍結されたり、金額が削減されることがあります。 
なお、引受保険会社の経営が破綻し、ご契約者が個人、「小規模法人」（破綻時に常時使用する従業員等の数が20人以下の日本法人、外国法人(＊)）ま
たはマンション管理組合である場合には、この保険は「損害保険契約者保護機構」の補償対象となり、保険金、返れい金等は原則として80％（破綻保険会
社の支払停止から3か月間が経過するまでに発生した保険事故に係る保険金については100％）まで補償されます。 
（※）保険契約者が個人等以外のものである保険契約であっても、その被保険者である個人等がその保険料を実質的に負担すべきこととされているものの
うち、その被保険者に係る部分については、上記補償の対象となります。 
（＊）外国法人については、日本における営業所等が締結した契約に限ります。 

 

 

このご案内書は、請負業者賠償責任保険・生産物賠償責任保険およびこれらにセットする特約条項の概要をご紹介したものです。請負業
者賠償責任保険・生産物賠償責任保険に関するすべての事項を記載しているものではありません。詳細につきましては、保険会社よりご
契約者である団体の代表者にお渡ししてあります保険約款および付帯される特約条項をご確認ください。保険約款等内容の確認をご希
望される場合には、団体までご請求ください。また、保険金のお支払条件・ご契約手続き、その他、ご不明な点がありましたら、ご遠慮なく
代理店または保険会社までお問い合わせください。 

なお、パンフレットにはご契約上の大切なことがらが記載されていますので、ご一読のうえ、加入依頼書控等加入内容を記録したものとと
もに保険期間の終了時まで保管してご利用ください。 

一般社団法人 日本損害保険協会 そんぽADRセンター（指定紛争解決機関） 

0570-022808 

受付時間：平日 午前９時１５分～午後５時 
（土・日・祝日・年末年始はお休みとさせて
いただきます。） 

東京海上日動火災保険㈱は、保険業法に基づく金融庁長官の
指定を受けた指定紛争解決機関である一般社団法人 日本損
害保険協会と手続実施基本契約を締結しています。 
東京海上日動火災保険㈱との間で問題を解決できない場合に
は、同協会に解決の申し立てを行うことができます。 

詳しくは、同協会のホームページをご確認ください。
（http://www.sonpo.or.jp/) 

ＰＨＳ・ＩＰ電話からは03-4332-5241をご利用
ください。 

＜通話料有料＞ 
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